３．福島第一原発事故10年の経緯と現状および課題の整理
ここでは「福島第一原発事故10年に向き合う」の討論に備え、福島第一原発のオンサイト（福島第一原子力発電所内）とオフサイト（福島県内で事故による放射能汚染を生じた地域）に分け、経緯と現状および課題を整理した。簡単な内容概要を以下に列記し、情報元のHPリンクを付した。
３．１．オンサイト（福島第一原子力発電所内）
3.1.1　オンサイトでの経緯と現状
オンサイトでの経緯と現状は、①政策的・組織的な側面、②科学技術的側面、③社会科学的側面に区分して以下に示す。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/genshiryoku/  https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning.html
3.1.1.1　政策的・組織的な側面での経緯と現状
福島第一原発の廃炉・汚染水対策は、2011年12月31日、原子力災害対策本部政府・東京電力中長期対策会議で策定された当面の取組のロードマップ（その後、「中長期ロードマップ」に改編）に基づき、一貫した強い決意で進められている。
（１）制度化の経緯
福島第一原発事故直後の廃炉・汚染水対策は、原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156号）に基づき内閣府に設置された原子力災害対策本部により整理され、判断・運用されてきた。2011年5月に、政府及び東京電力が、「東京電力福島第一原子力発電所事故の収束・検証に関する当面の取組のロードマップ」を提示した。これ以降、対策の進捗や当時の課題に呼応して、廃炉対策推進会議（2013年2月）、関係閣僚等会議（2013年8月）、廃炉・汚染水対策チーム（2013年9月）、廃炉・汚染水対策福島評議会（2014年2月）が組織された。
また、資金面では、改組により原子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF)が2014年8月に設置され、2017年5月に機構法の改正法が成立し、積立金制度が創設された。
（２）進捗状況と総括スケジュール
中長期ロードマップの【第１期】は、ステップ１（放射線量の着実な減少）を2011年7月に、ステップ２（放射性物質の放出を管理し、放射線量が大幅に抑制）を2011年12月に完了し、2013年11月18日の４号機使用済燃料プールから燃料の取り出しの開始をもって終了したとされている。
ステップ２以降の中長期の取組とそのスケジュールは、2011年8月に内閣府・原子力委員会の中長期措置検討専門部会により、「燃料デブリ取り出し開始までの期間は10 年以内を目標」、「廃止措置がすべて終了するまでは30 年以上の期間を要するものと推定される」と整理された。なお、ここで原子力委員会は、チェルノブイリ原発事故等での密閉管理（石棺）方式はとらず、廃炉（除染・解体撤去）方式を採択した。
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/tyoki/tyoki_sochi.htm
原子力委員会の方針提示を受け、中長期ロードマップは、【第２期】を第１期終了～初号機の燃料デブリ取り出し開始まで（目標はステップ2 完了から10 年以内）、【第３期】第２期終了～廃止措置終了まで（目標はステップ2 完了から30～40 年後）として策定されている。
なお、中長期ロードマップは、第３回（2015年6月）・第４回（2017年9月）・第５回（2019年2月）で改訂され、廃炉・汚染水対策の進捗や地域等のステークホルダーの声等を踏まえた内容が反映されている。
3.1.1.2　科学技術的側面での経緯と現状
（１）構内環境の整備
事故直後は高線量率の外部放射線により作業時間が制限され、浮遊する放射能の吸引による内部被ばくを防ぐために防護服の着用が欠かせなかった。事故直後の時期には吉田所長以下のフクシマ50の決死の活動により事故の拡大抑制と初期対応が図られた（但し、結果的にはフクシマ50でのメンバー等で放射線障害による死亡者はまだ確認されていない）。
この状態は2012年頃よりエリア別に段階的に緩和され、現状では給食センター・大型休憩所・協力企業棟等が完成するとともに、構内の大部分で一般作業服での作業が可能となっている。また、2015～2016年頃（確認中）より装備を着用しない普段着でのサイト見学会等が開催されている。
https://www.engineer.or.jp/members/c_dpt/nucrad/topics/004/004558.html
（２）廃炉・汚染水対策
①使用済燃料プールからの燃料取り出し
使用済燃料プールからの燃料取り出しは、４号機は完了（2014年12月）し、3号機からの取出しが進められている。1,2号機は事前の準備作業としてガレキ・残置物の撤去等が進められている。
https://www.tepco.co.jp/decommission/progress/removal/
②燃料デブリ取り出し
燃料デブリ取り出しは、2019 年2 月に実施した2 号機格納容器の内部調査では、燃料デブリと思われる堆積物をつかんで動かせることを確認し、1,2,3 号機それぞれで原子炉格納容器内の状況把握を進めている。　https://www.tepco.co.jp/decommission/progress/retrieval/index-j.html
また、廃炉・汚染水対策の進捗を踏まえた中長期ロードマップの見直しの中で、1,3号機は密閉ができる簡易な建屋等の構造物を原子炉建屋の外側に設置された。
現状は上述のサンプリングにより現物の状況把握をし、技術研究組合 国際廃炉研究開発機構（IRID）等で取出し技術の研究開発をしている段階である。https://www.engineer.or.jp/members/c_dpt/nucrad/topics/005/005141.html
また、燃料デブリは硬さや材料組成が良く判らない高温溶融物であるが、その性状調査を行うために大熊分析センターが計画され、第1棟は2018年3月に運用開始となった。ただ、燃料デブリを分析できる乾式セル設備を有する第2棟は現在設計中である。　https://www.jaif.or.jp/190617-1
③汚染水対策
ⅰ）汚染水の回収と処理・貯蔵
１～３号機では、原子炉内の燃料デブリの崩壊熱を除去し温度を低下させるために、淡水や海水を断続的に原子炉へ注入していたが、より安定的に原子炉へ注水できるよう2011年６月に原子炉への注水に再利用する「循環注水ライン」を確立した。これは、建屋内の滞留水に含まれる放射性物質（セシウム等）を主に吸着装置で、また、淡水化装置で塩分を除去した。一方、滞留水の水処理に伴い濃縮廃液（塩水）が発生しており、これは発電所内の屋外に設置している鋼製タンクに貯蔵した。
濃縮廃液と循環注水およびトレンチ等の汚染水（以下、「汚染水」という）は事故直後にはボルト締め型タンクで貯蔵され、その後、溶接型タンクに移送された。汚染水には放射性ストロンチウムやトリチウム等が含まれているが、2013年３月より、多核種除去設備（ALPS）により水質を浄化処理している。
トレンチ等の汚染水はサブドレンによる汲み上げや凍土壁の増加抑制対策が進められており、汚染水の増加量は約540m3/日（2014年5月) から約150m3/日（2019年度平均）まで低減している。建屋内滞留水は、くみ上げにより水位低下しており、現状では原子炉・タービン建屋の底面が露出する段階に達している。　https://www.tepco.co.jp/decommission/progress/watermanagement/index-j.html
ⅱ）汚染水の廃棄
ALPS等の浄化設備により汚染水を浄化処理した水（ALPS処理水）は、現在、約120万m3程度がサイト内の溶接型タンクに貯蔵されている。なお、現時点ではこの約７割のALPS処理水の濃度が放出する際の規制基準を超過しているが、希釈前の段階で二次処理を行いトリチウム以外の放射性物質について放出する際の基準を満たす方針とされている。ALPS処理水のうちトリチウム以外の放射性物質を十分に除去して放射能が法規上放出可能な低濃度となった水（通称“トリチウム水”）は、風評被害を考慮した海洋放出の是非は現在議論中である（3.1.1.2(2)項に後述する）。
一方、政府、東京電力等の現地における情報共有の強化を図るために、2013年9月より汚染水対策現地調整会議が開催されている。
https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning/committee/fukushimahyougikai/2020/pdf/03.1.9_4.pdf
（３）廃棄物対策
固体廃棄物は事故直後には膨大な容積の生廃棄物で貯蔵されたが、現状では固体廃棄物貯蔵施設・減容施設の増設や焼却炉による減容処理などが行われている。今後、中長期ロードマップに則ったマイルストーンを設け、廃炉工程を進める上で増加する廃棄物を適切に保管・管理するための取組を進めたいとしている。また、今後10年間の発生を予測した保管管理計画を策定し、進捗状況等に応じて更新している。さらに、安定化処理以降についてIRID等にて研究開発が進められている。
https://www.engineer.or.jp/members/c_dpt/nucrad/topics/004/004558.html
（４）研究開発・人材育成および地域との共生の技術戦略プラン
NDFでは中長期ロードマップに確固とした技術的根拠を与え、その円滑・着実な実行や改訂の検討に資することを目的として、2015年より戦略プランを策定している。戦略プラン 2019 では、初号機の燃料デブリ取り出し方法を確定するための戦略的提案を提示するとともに、廃棄物対策なども含め、福島第一原子力発電所の取組全体を俯瞰した中長期視点での方向性を提示している。
概要　https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning/committee/fukushimahyougikai/2019/pdf/0930_4_2.pdf
3.1.1.3　社会科学的側面での経緯と現状
（１）安全文化醸成活動
「安全文化」という考え方は、1986年に発生したチェルノブイリ事故の原因の調査と検討の結果をきっかけとして生まれた。1992年の国際原子力機関（IAEA）の国際原子力安全諮問グループ（INSAG）報告書では、「安全文化とは、『原子力施設の安全性の問題が、すべてに優先するものとして、その重要性にふさわしい注意が払われること』が実現されている組織・個人における姿勢・特性（ありよう）を集約したもの」と定義している。すなわち、「安全文化」とは、組織と個人が安全を最優先する風土や気風についての言及である。「安全文化」は、事業者、作業者、国など産学官のさまざまなレベルで原子力に関わる人たちの具体的な積み重ねを通じて育成され、組織の風土として、また、携わる人の気風として定着し、さらに社会全体が安全に対する認識を高めることにつながっていくと期待されている。
原子力・放射線分野では、福島第一原発事故以降、事業者側の会社組織にて一層、安全文化醸成活動が加速された。また、原子力規制庁は、原子力事業者の会社組織における安全文化に係る取組等に関して審査及び検査を行う際のガイドとして「安全文化に係るガイド」等を検討している。
（２）地域とのコミュニケーション
①廃炉・汚染水対策福島評議会（以下、「福島評議会」）
福島評議会は、廃炉・汚染水対策について、立地自治体や地元関係者より地元ニーズを聞き、情報提供・コミュニケーションの強化を図り、進め方に関する意見を聞くと共に、今後の廃止措置等のあり方について共に検討するために設置された。第1回の福島評議会は2014年2月に開催された。この評議会のメンバーは、国、政府（経済産業省、原子力規制庁、復興庁）、福島県、市町村長、商工会・商工会議所、農業協同組合、漁業協同組合、学識経験者、ＮＰＯ法人等である。2020年2月19日に第21回会合が開催され、これまでの進捗を踏まえた中長期ロードマップの第５回改訂結果、ALPS処理水の取扱いに関する検討状況・ALPS小委員会報告等が議論されている。
https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning/committee/fukushimahyougikai/2020/03.1.9_01.html
②多核種除去設備等処理水の取扱いに係る関係者の御意見を伺う場（以下、「御意見を伺う場」）
ALPS等で浄化処理した水の風評など社会的な影響も含めた総合的な検討を「多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会」（以下、「ALPS小委員会」という）で行っている。小委員会の報告を踏まえ、今後、政府としてALPS処理水の取扱い方針を決定するため、2020年4月14日の第1回より地元自治体や農林水産業者を始めとした幅広い関係者の意見を聞く「御意見を伺う場」を開催している。2020年10月8日に第７回会合が開催され、水産加工・漁業協同組合等の代表者より風評など社会的な影響があるため海洋放出に対しては断固反対であり、また幅広い関係者に意見を聴くべき等の意見があった。
https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning/committee/takakushu_iken/index.html
３．１．２　現状のオンサイトでの課題
福島第一原発事故直後の廃炉・汚染水対策は、着実に進捗されているが、前述の中長期ロードマップの【第２期】の進捗は、全般には工程が遅れ気味である。
（1） 使用済燃料プールからの燃料取り出しは、1,2号機は今後着手する予定との段階にあり、2023年度時点でその先の燃料デブリ取り出し開始に至るためには残された時間は少なくなっている。
（2） 燃料デブリ取り出しは、取出し技術の研究開発と炉内サンプリングによる現地の状況把握をしている段階であり、実処理はその後となる。
（3） ALPS処理水の現設置の貯蔵タンク容量は2022年夏頃に満杯となるが、国民や地元住民へのトリチウム水の海洋放出（または水蒸気放出）の安全性に関する理解促進は必ずしも進んでおらず、今後は講ずるべき風評被害対策等が議論される局面となっている。
３．１．３　オンサイトの考察とディスカッション（案）←記載はWGで検討願います
1） 高放射線に阻まれての作業となるため１～３号炉の状況把握に時間がかかるので、今後も進捗に伴って新たな状況の判明（ex.2020年12月末の「建屋排水後に高線量の床面が露出」等）が相次ぐと予想される。そのため、中期のロードマップはフレキシビィティのあるものにすべきではないか？　※
2） 燃料デブリはサンプリングが出来た段階だが、硬さや材質等の性状を把握し、それを遠隔で切断・回収する装置を開発・設置するには、今後かなりの時間を要するのではないか？　※
3） Co-60（半減期：5.27年）、Cs-137（同：約 30.1年）等の強いγ線を放出する放射性物質の存在が高線量をもたらし、廃炉作業を著しく困難にしている。状況把握は進めつつ、これらが減衰するまでの間、事故炉は密閉管理し、その後、燃料デブリ取り出しに着手するのが科学技術的には合理的ではないか？　※
4） 福島第一原発の廃棄物は性状評価が進んでおらず、原子炉等規制法の廃棄物とは別物とされており、処理・処分方策が決まっていない。まず、廃棄物の性状評価を行って処理・処分方策を見極めてから、廃棄物が発生する廃炉作業を進める方が科学技術的には合理的ではないか？　※
5） トリチウム水の海洋放出（または水蒸気放出）は、科学技術的な課題と考えるべきなのか？
6） 組織の安全文化醸成活動が進められているが、あまり一般には認知されていないのではないか？
7） また、原子力安全を確保するには、組織に加え、個の技術者の安全文化醸成が重要ではないか？
8） 2011年8月の以下の原子力委員会の指摘事項は、中間段階ではどんな状況・評価になっているか？
(1) 効率的に進めること
(2) 現場に即したものにすること
(3) 優先順位を意識すること
(4) 技術力および人材育成に資するようにすること
(5) 知的財産を保護すること
※原子力委員会は、2011年8月の中長期措置検討専門部会報告書で、「燃料デブリ取出しを開始するまでに必要となる作業は、高線量下にある原子炉建屋内で行われること等から技術的に課題が多く、現時点で具体的な方法を確定的に決めることは困難である」と述べている。
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